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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第一の歯車及び第一の小径部を備えた第一の巻真と、第一の歯車に噛合する第二の歯車
及び第二の小径部を備えると共に第一の巻真に対して間隔をおいて第一の巻真に並設され
た第二の巻真と、第一及び第二の巻真を接続する継手とを有する巻真構造体であって、
　継手が、
　第一の巻真の第一の小径部を取外し可能に受容すべく一端で開口した第一の凹部と、第
二の巻真の第二の小径部を取外し可能に受容すべく一側で開口した第二の凹部とを備える
板状レバー部材と、
　該板状レバー部材の第一及び第二の凹部が第一及び第二の巻真を受容した状態において
、該板状レバー部材の第一及び第二の凹部の開口を覆って該板状レバー部材に取外し可能
に弾性的に装着された戻しバネと
を有する巻真構造体。
【請求項２】
　戻しバネがＵ字状の板バネからなる請求項１に記載の巻真構造体。
【請求項３】
　板バネの「Ｕ」の両脚部の先端部が板状レバー部材の離脱を防止すべく内向きに曲がっ
ている請求項２に記載の巻真構造体。
【請求項４】
　戻しバネが、レバー部材を第一及び第二の巻真と共に該巻真の延在方向に移動可能に保
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持すべく、第一及び第二の巻真の長手方向に拡がっている請求項１から３までのいずれか
一つの項に記載の巻真構造体。
【請求項５】
　第二の巻真のうち第二の歯車より先端側の部分が先細になっている請求項１から４まで
のいずれか一つの項に記載の巻真構造体。
【請求項６】
　請求項１から５までのいずれか一つの項に記載の巻真構造体を備えた時計。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は時計用の巻真構造体及びこれを備えた時計に係る。
【背景技術】
【０００２】
　時計の巻真は、時刻表示針の位置の調整のみでなく日付や曜日の如きカレンダ表示の調
整を目的として操作するために用いられ、また、手巻き式の機械式時計の場合にはぜんま
いを巻くためにも用いられる。
【０００３】
　この巻真は、その外側端部が時計の胴ないしケース本体の側面から突出するように、且
つケース本体内の部分が他の時計部品と結合されて上記操作を可能にするように、ケース
本体内で所望位置に延在する。時計の内部構造次第では、巻真のうちケース本体内に位置
する部分がケース本体の厚さ方向の中央部からズレた位置を採る。一方、腕時計などでは
その外観のデザインに対する要求から巻真のうちケース本体の外側に突出する部分がケー
ス本体の厚さ方向の中央部からズレた位置を採ることは、望ましくない。
【０００４】
　このような状況下で、ケース本体の内部に位置する第一の巻真と、ケース本体の外側に
突出する第二の巻真と、該第一及び第二の巻真を連結部とを有してなる巻真構造体は提案
されている（例えば、特許文献１や特許文献２）。
【０００５】
　しかしながら、特許文献１に開示の巻真構造体では結合部品の一つの凹部に第一及び第
二の巻真の軸部を配置するようにしていることから第一の巻真の外側端部を位置決めすべ
く該外側端部を胴（ケース本体）の内面に形成した案内穴（軸受穴）で支承する必要があ
るので、ムーブメントを胴内の所定位置に組込む際にムーブメントに予め組込まれた第一
の巻真の外側端部を案内穴に挿入することが容易でないだけでなく、第二の巻真を外すた
めにはムーブメントを外す必要があるところそのためには第一の巻真の外側端部を胴の案
内穴から取外す必要があるので取外し・分解も容易でない。一方、特許文献２に開示の巻
真構造体では、第一及び第二の巻心の歯車及びその中間の歯車からなる三つの歯車を可動
アセンブリ構成板の間に挟み込んで一体化させていることから、第二の巻真の取外し自体
が実際上不可能であり、組立てに際しても部品の複雑な組立手順を可能にしておく必要が
ある。
【特許文献１】スイス特許第６９１６３２号明細書（図１及びこれに関連する説明部分）
【特許文献２】米国特許出願公開第２００１／００４６１８６号明細書
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明は、前記した点に鑑みなされたものであって、その目的とするところは、内外二
つの巻真を備えながら、取外しないし分解が容易な巻真構造体及びこれを備えた時計を提
供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明の巻真構造体は、前記目的を達成すべく、第一の歯車及び第一の小径部を備えた
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第一の巻真と、第一の歯車に噛合する第二の歯車及び第二の小径部を備えると共に第一の
巻真に対して間隔をおいて第一の巻真に並設された第二の巻真と、第一及び第二の巻真を
接続する継手とを有する巻真構造体であって、継手が、第一の巻真の第一の小径部を取外
し可能に受容すべく一端で開口した第一の凹部と、第二の巻真の第二の小径部を取外し可
能に受容すべく一側で開口した第二の凹部とを備える板状レバー部材と、該板状レバー部
材の第一及び第二の凹部が第一及び第二の巻真を受容した状態において、該板状レバー部
材の第一及び第二の凹部の開口を覆って該板状レバー部材に取外し可能に弾性的に装着さ
れた戻しバネとを有する。
【０００８】
　本発明の巻真構造体では、「継手が、第一の巻真の第一の小径部を取外し可能に受容す
べく一端で開口した第一の凹部と、第二の巻真の第二の小径部を取外し可能に受容すべく
一側で開口した第二の凹部とを備える板状レバー部材と、該板状レバー部材の第一及び第
二の凹部が第一及び第二の巻真を受容した状態において、該板状レバー部材の第一及び第
二の凹部の開口を覆って該板状レバー部材に取外し可能に弾性的に装着された戻しバネと
を有する」ので、第一及び第二の巻真の小径部が戻しバネ自体のバネ力によってバネ負荷
された板状レバー部材によって所定位置に保持され得るので、第一及び第二の巻真の関連
端部が板状レバー部材及び戻しバネからなる継手自体によって所定位置に保持され得るか
ら、第一の巻真の該当する外側端部がケース本体（胴）等に係合・保持される必要がない
。また、本発明の巻真構造体では、戻しバネが板状レバー部材の第一及び第二の凹部の開
口を覆って該板状レバー部材に取外し可能に弾性的に装着されているので、分解に際して
は、戻しバネをその弾性力に抗して板状レバー部材から部分的に取外すだけで、板状レバ
ー部材が第二の巻真から外され得るから、第二の巻真を板状レバー部材の第二の凹部から
取外し得る。従って、該第二の巻真の取外し後にムーブメントと共に第一の巻真をケース
本体（胴）外に取出すことにより、戻しバネや板状レバー部材の取外し等が容易に行われ
得、第一の巻真も露出され取外し可能になる。
【０００９】
　なお、板状レバーの第一及び第二の凹部に嵌込まれる第一及び第二の小径部は、第二の
巻真の軸線方向移動が板状レバー部材を介して第一の巻真に伝達され得る限り、両側に大
径軸部がある代わりに、該小径部よりも大径の歯車の端面等であってもよい。
【００１０】
　本発明の巻真構造体では、典型的には、戻しバネがＵ字状の板バネからなる。従って、
板バネが板状レバー部材の位置を三方向において規制し得るので、組立てに際しては、例
えば、戻しバネが板状レバー部材の周囲の所定位置に配置されるだけで、戻しバネ自体の
バネ力によって板状レバー部材が第一及び第二の巻真を第一及び第二の凹部で受容する所
定位置に配置され得、分解・取外しに際しては、Ｕ字状の戻しバネの脚部をそのバネ力に
抗して開くだけで、レバー部材が第二の巻真を開放し得る。
【００１１】
　ここで、本発明の巻真構造体では、典型的には、板バネの「Ｕ」の両脚部の先端部が板
状レバー部材の離脱を防止すべく内向きに曲がっている。従って、板バネが板状レバー部
材の位置を四方向の全てにおいて規制し得るので、基本的には、戻しバネとしての板バネ
の「Ｕ」の両脚部の先端部の板状レバー部材への係止を行わせたり該係止を解除するだけ
で、戻しバネとしての板バネ部の板状レバー部材に対する装着及びその解除が行われ得る
。
【００１２】
　なお、この場合、典型的には、板バネの「Ｕ」の底部には、第一の歯車の一部が突出す
るのを許容する切欠ないし開口が形成される。その場合、戻しバネは、「Ｕ」の底部を第
一の歯車に軽く押付けることにより、位置決めされる。
【００１３】
　本発明の巻真構造体では、典型的には、戻しバネが、レバー部材を第一及び第二の巻真
と共に該巻真の延在方向に移動可能に保持すべく、第一及び第二の巻真の長手方向に拡が
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っている。従って、戻しバネが地板の如き静置部材に対して支えられた状態で、第一及び
第二の巻真がレバー部材と共に戻しバネに対して引出し・押込み可能であり、時刻表示針
の位置調整やカレンダ車の位置調整等に際して、単一軸からなる通常の巻真と同様に操作
されて同様に機能し得る。
【００１４】
　本発明の巻真構造体では、典型的には、第二の巻真のうち第二の歯車より先端側の部分
が先細になっている。その場合、ムーブメント（本体）と一体化された第一の巻真の小径
部に板状レバー部材の第一の凹部を嵌込み、更に板状レバー部材に戻しバネを装着した状
態で、ムーブメントを胴内の所定位置に配設しておいて、第二の巻真を胴の壁部の巻真挿
通孔から挿入し、第二の巻真の先端先細部を板状レバー部材の第二の凹部に差込むことに
より、戻しバネによりバネ負荷された板状レバー部材の位置をずらして第二の巻真を板状
レバー部材の第二の凹部の所定位置に装着し得る。従って、巻真構造体の組立も容易に行
われ得る。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１５】
　本発明の好ましい一実施の形態を添付図面に示した好ましい一実施例に基づいて説明す
る。
【実施例】
【００１６】
　図１、図３及び図４には、本発明による好ましい一実施例の巻真構造体２０を備えた腕
時計１の一部が示されている。
【００１７】
　腕時計１は、ケース本体をなし貫通孔３ａに案内管２が嵌着された胴３と、該胴３の前
面側に装着されたガラス縁４と、胴３の背面側に装着された裏ブタ５と、ガラス縁４に嵌
着されたガラス板６とからなる筐体７を備え、筐体７内の文字板８と裏ブタ５との間の室
９内にムーブメント１０を有する。
【００１８】
　巻真構造体２０は、室９内に配置された第一巻真３０と、内側端部が第二巻真４０に係
合され外側端部が貫通孔３ａに嵌合された第二巻真４０と、第二巻真４０の外側端部に固
定されたリュウズ５０と、第一及び第二巻真３０，４０を単独で連結状態に保つ継手６０
とを有する。
【００１９】
　中心軸線Ｃ１のまわりでＢ１，Ｂ２方向に回転可能で且つ軸線Ｃ１の延在方向Ａに沿っ
てＡ１，Ａ２方向に移動可能な第一巻真３０は、該第一巻真３０の本体をなす円柱状軸部
３１と、軸部３１の基端部３２の近傍に形成された第一の小径部としての小径軸部３３と
、軸部３１に固定された第一歯車３４とを有する。なお、第一巻真３０の奥側部分には、
おしどり１１の一端が係合される小径部３５や、つづみ車１２が嵌合される非円柱状軸部
３６等を備える。第一巻真３０が通常位置ないし基準位置にある場合、腕時計１が機械式
の腕時計であるときには、つづみ車１２は、乙歯１３できち車１４に噛合されて第一巻真
３０の回転に応じたぜんまいの巻上げを可能にし、第一巻真３０が引出位置にある場合、
つづみ車１２は甲歯１５で小鉄車１６に噛合され、引出しの程度に従って、第一巻真３０
の回転に応じたカレンダ車の回転位置調整や時刻表示針の回転位置調整を可能にする。
【００２０】
　中心軸線Ｃ１のまわりでＤ１，Ｄ２方向に回転可能で且つ軸線Ｃ１の延在方向Ａに沿っ
てＡ１，Ａ２方向に移動可能な第二巻真４０は、胴３の高さ方向の中央において時計１の
径方向に延びた案内管２に沿って引出・押込み方向Ａ１，Ａ２に摺動自在に嵌合された大
径軸部４３と、小径先端部４４と、リュウズ５０が固定される基端側小径部４５とを備え
る。第二巻真４０は、更に、第一巻真３０の第一歯車３４に噛合される第二歯車４６を先
端小径部４４の中間部に備えると共に該小径先端部４４のうち第二歯車４６よりも先端側
の部分に円錐台状案内部４７を備え、また、組立の際の挿入を容易化する先細になったテ
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ーパ部４４ａを小径部４４の先端に備える。この案内部４７の最大径は、第二歯車４６の
外径と同じかそれよりも少し大きい。なお、第二巻真４０のうち小径先端部４４と大径軸
部４３との間の部分には、段差部４８を介してテーパ付連結部４９が形成されている。こ
のテーパ付連結部４９の円柱状軸部４９ａの外径は、歯車４６の外径や案内部４７の最大
径と実質的に同一である。
【００２１】
　継手６０は、板状レバー部材としての伝達レバー７０と板状バネ部材の形態の戻しバネ
としての伝達レバー戻しバネ８０とからなる。
【００２２】
　伝達レバー７０は、概ね四角形状の外形を備え、第一の巻真３０を取外し可能に受容す
べく四角形の一端７０ａで開口した第一の凹部７１と、第二の巻真４０を取外し可能に受
容すべく一側７０ｂで開口した第二の凹部７２とを備える。より詳しくは、伝達レバー７
０は、第一の凹部７１を規定する第一及び第二の側壁形成部７３，７４と、第一の凹部７
１の底壁を規定すると共に第二の凹部７２の一方の側壁を規定する中間壁部７５と、第二
の凹部７２の底壁を規定する壁部７６と、第二の凹部の他方の側壁を規定する第三の側壁
形成部７７とを有する。第一の側壁形成部７３と壁部７６とは一繋がりになって四角形の
他側７０ｃを規定し、第三の側壁部７７は四角形の他端７０ｄを規定しており、側部７０
ｃと端部７０ｄとが交わる隅部には、斜めに突出した係合用突起部７８が形成されている
。なお、第三の側壁部７７の先端の突起部７９の外側部には、係止用斜面７７ａが形成さ
れ、第一の側壁形成部７３の先端の外側部には、逃げ部となる斜面７３ａが形成されてい
る。
【００２３】
　第一の凹部７１は、開口部分７１ａと奥の部分７１ｂとで実質的に同じ幅を有し、この
例では、凹部７１は、平面図で見て、平行な直線状側面７１ｃ，７１ｄと半円状底面７１
ｅとによって規定されている。側面７１ｃ，７１ｄ間の間隔ないし底面７１ｅの半円の直
径は、第一の巻真３０の小径軸部３３が凹部７１の底面７１ｅに丁度嵌り込むような間隔
ないし径である。一方、第二の凹部７２は、開口部分７２ａが奥の部分７２ｂよりも広い
幅を有し、この例では、凹部７２は、平面図で見て、第二の巻真４０の先端側小径部４４
が丁度嵌り込むようなほぼ半円形の底面７２ｃと、該底面７２ｃよりも大きな径の円弧状
部７２ｄ，７２ｅとからなる。
【００２４】
　即ち、伝達レバー７０は、第一巻真３０の歯車３４と第二巻真４０の歯車４７とが丁度
噛合した状態において、第一巻真３０の小径軸部３３が凹部７１の半円状底面部７１ｅに
嵌り込み、第二巻真４０の先端側小径部４４が凹部７２の半円状底面部７２ｃに丁度嵌り
込むような形状を有する。なお、伝達レバー７０の凹部７１，７２に巻真３０，４０が嵌
り込む状態において、伝達レバー７０は、第一巻真３０の第一歯車３４と基端側軸部３２
との間に丁度嵌り込む厚さを有すると共に、第二巻真４０の第二歯車４７と段差部４８と
の間に丁度嵌り込む厚さを有する。
【００２５】
　伝達レバー戻しバネ８０は、伝達レバー７０の第一及び第二の凹部７１，７２が第一及
び第二の巻真３０，４０を受容した状態において、該伝達レバー７０の一端７０ａ及び一
側７０ｂの凹部７１，７２の開口７１ａ，７２ａを覆って伝達レバー７０に取外し可能に
装着される。
【００２６】
　より詳しくは、伝達レバー戻しバネ８０は、板金を打抜・折曲加工してなり、ほぼＵ字
状の側面形状を有し、「Ｕ」の底部部分８１と、折曲部８２，８３で該底部部分８１の各
端部につながった「Ｕ」の二つの脚部部分８４，８５とを有する。
【００２７】
　底部部分８１は、伝達レバー７０の第一凹部７１に対向して位置し、図３や図４からわ
かるように、おしどり１１に近接して位置する突出部８６を備える。底部部分８１は、中
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央部に歯車３４を遊嵌し該歯車３４のＡ１，Ａ２方向の移動を許容する切欠部８７を備え
ると共に、突出部８６の一側に地板への取外し可能な固定を可能にするネジ止め用突起部
８８を備える。なお、この例では、底部部分８１の両側縁８１ａ，８１ｂは、Ａ方向の中
央部において、脚部部分８４，８５と協働してバネ部８９，９０を与えるべく、狭幅にな
っている。
【００２８】
　脚部部分８４は、Ａ方向に狭幅の基部側脚部部分９１と、幅広の先端側脚部部分９２と
を有し、先端側脚部部分９２の先端部９３は、装着位置において伝達レバー７０の係合さ
れるように、先端側脚部本体部分９４に対して内向きに斜めに折り曲げられている。
【００２９】
　脚部部分８５は、脚部部分８４と鏡映対称な形状を備え、Ａ方向に狭幅の基部側脚部部
分９５と、幅広の先端側脚部部分９６とを有し、先端側脚部部分９６の先端部９７は、装
着位置において伝達レバー７０の係合されるように、先端側脚部本体部分９８に対して内
向きに斜めに折曲げられている。
【００３０】
　継手６０を装着した状態Ｓ１では、図２の（ａ）及び（ｂ）において実線で示したよう
に、第一凹部７１の底面７１ｅまで第一巻真３０の小径軸部３３が嵌合され且つ第二凹部
７２の底面７２ｃまで第二巻真４０の小径軸部４４が嵌合されて第一および第二巻真３０
，４０に対して位置決めされたレバー部材７０に対して、伝達レバー戻しバネ８０が、二
つの脚部８４，８５の先端側脚部本体部分９４，９８においてレバー部材７０の突起部７
８，７９に弾性的に押付けられる。従って、バネ８０は、脚部８４，８５の先端部分９４
，９８が若干外向きに撓んた状態で、伝達レバー７０の第一及び第二巻真３０，４０に対
する装着位置Ｐ１を規定する。この装着状態Ｓ１において、第一巻真３０の第一歯車３４
は、伝達レバー戻しバネ８０の底部８１に形成された切欠部８７内に部分的に遊嵌されて
該切欠部８７から突出している。
【００３１】
　なお、この装着状態Ｓ１において、仮に、戻しバネ８０が伝達レバー７０や巻真３０，
４０に対してＥ１方向に相対変位され、レバー７０がＥ２方向にバネ８０の脚部８４，８
５から外れようとすると、伝達レバー７０の突起部７８，７９がバネ８０の係止端部９３
，９７によって規制されるので、バネ８０がレバー７０から外れる虞れが少ない。換言す
れば、Ｅ１，Ｅ２方向の遊びが小さい限り、戻しバネ８０に対する伝達レバー７０のＥ１
，Ｅ２方向の位置は厳密には規定しなくてもよい。但し、歯車３４，４６間の噛合を確保
し得るように、典型的には、戻しバネ８０をＥ２方向に軽く押して歯車３４に当接させた
状態で位置決めする。
【００３２】
　伝達レバー７０が近接位置Ｐ１にある装着状態Ｓ１では、図２の（ａ）および（ｂ）に
おいて矢印Ｑ１で示したような伝達レバー７０の離間方向への変位は、バネ８０のバネ力
により規制される。なお、このように伝達レバー７０が装着位置Ｐ１にある装着状態Ｓ１
において、第一及び第二巻真３０，４０の延在方向Ａについては、伝達レバー７０の凹部
７１，７２と軸部３３，４４との間に摩擦がある程度であるから、第一及び第二巻真３０
，４０は、継手６０に対してＡ１，Ａ２方向に移動可能である。
【００３３】
　一方、伝達レバー戻しバネ８０を図２の（ａ）及び（ｂ）に実線で示した装着位置Ｐ１
からバネ８０の脚部８４の先端部９２をＱ１方向に開くと、伝達レバー７０に対するＱ２
方向の規制が解除されるので、伝達レバー７０もＱ２方向に動かされ得る。バネ８０及び
伝達レバー７０のＱ２方向移動に伴いバネ８０及び伝達レバー７０が想像線で示した解除
位置Ｐ２に達すると、歯車４６が第二凹部７２の大径円弧状部７２ｄ，７２ｅの範囲内に
入るので、第二巻真４０の取出が可能になる。
【００３４】
　なお、図１において、裏ブタ５の内側の室９内には、独立に取外し可能な中枠１７が配
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置され、更に、ムーブメント１０の一部をなす自動巻用の扇形の回転錘１０ａが位置して
いる。但し、中枠１７はなくてもよく、回転錘１０ａの位置が異なっていても、回転錘１
０ａがなくてもよい。
【００３５】
　次に以上の如く構成された継手６０を備えた巻真構造体２０を有する腕時計１における
巻真構造体２０の取付け及び取外し操作に関して、図面を参照してより詳しく説明する。
【００３６】
　まず、第一巻真３０をムーブメント１０に対して所定位置に組付け、次に、第一巻真３
０の小径軸部３３に伝達レバー７０の第一凹部７１を嵌め、更に、該第一巻真３０及び伝
達レバー７０の組立体に対して伝達レバー戻しバネ８０を装着すると共にバネ８０をその
ネジ止め用突起部８８においてネジ８８ａで地板に固定する。ここで、伝達レバー戻しバ
ネ８０の装着に際しては、該戻しバネ８０の切欠部８７の縁部に第一巻真３０の歯車３４
が軽く当接するまで戻しバネ８０を第一巻真３０及び伝達レバー７０に対してＥ２方向に
押込む。このようにして第一巻真３０に対して伝達レバー７０及び伝達レバー戻しバネ８
０からなる継手６０を所定位置に取付けた状態で、ムーブメント１０を継手６０と共に胴
３内の所定位置に嵌込む。なお、第一巻真３０に対して継手６０を取付けた状態は、図２
（ａ）の実線や図１において第二巻真４０を欠く状態に対応する。
【００３７】
　次に、第二巻真４０を中心軸線に沿って延びる案内管２内に挿入し、更に、中心軸線Ｃ
に沿って位置する伝達レバー７０の凹部７２に嵌込む。このとき、第二巻真４０では、先
端に小径軸部よりも僅かに小さい径になるようにテーパがつけられた先端部分４４ａ及び
第二歯車４６の径と同径の最大形部分までテーパがつけられた円錐台状部４７が設けられ
ているので、バネ８０のバネ力に抗して第二凹部７２の底面７２ｃをＱ１方向に若干変位
させながら、第二巻真４０が所定位置まで嵌込まれ、小径軸部４４のうち第二歯車４６と
段差面４８との間の部分（第二の小径部）４４ｂにおいて凹部７２に嵌合される。その結
果、伝達レバー７０のＱ２方向に戻されて図２の（ａ）において実線で示した所定位置に
復帰し、巻真構造体２０の組付けが完了する。
【００３８】
　以上のように、この腕時計１では、巻真構造体２０を構成する第一及び第二巻真３０，
４０が伝達レバー７０及び伝達レバー戻しバネ８０からなる継手６０によって、連結され
るので、巻真構造体２０の組立・組付けが容易且つ確実に行われ得る。このように、組立
が容易になるのは、継手６０がムーブメント１０に固定されるだけであって胴３等の筐体
に対して固定されることなく、巻真３０，４０を支えること、及び継手６０自体が組立し
易い構造であることによる。
【００３９】
　なお、時計１の組立に際しては、次に、中枠１７等が装着された後、裏ブタ５が閉じら
れる。
【００４０】
　以上のようにして組立てられた巻真構造体２０を備えた腕時計１では、第一及び第二巻
真３０，４０は、小径軸部３４，４４ｂにおいて伝達レバー７０の凹部７１，７２に嵌込
まれ、該伝達レバー７０がネジ８８ａで地板に固定された戻しバネ８０によって、支持さ
れているので、第二巻真４０をその中心軸線Ｃ２のまわりでＤ１，Ｄ２方向にまわすと、
第一歯車３４で第二巻真４０の第二歯車４６に噛合された第一巻真３０がその中心軸線Ｃ
１のまわりでＣ２，Ｃ１方向に回転され得る。
【００４１】
　また、この腕時計１の巻真構造体２０では、伝達レバー７０が第一巻真３０の歯車３４
と軸部３４との間の小径軸部３３に嵌込まれと共に第二巻真４０の歯車４６と段差部４８
との間の小径部分４４ｂに嵌込まれているので、第二巻真４０をその中心軸線Ｃ２に沿っ
てＡ方向に移動させると、伝達レバー７０を介して第一巻真３０もその中心軸線Ｃ１に沿
ってＡ方向に移動される。更に、この腕時計１の巻真構造体２０では、伝達レバー７０が
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戻しバネ８０のＡ方向に幅広の脚部分９２，９６によって突起部７８，７９で支持され且
つ戻しバネ８０の底部部分８１に歯車３４のＡ方向移動を許容する切欠部８７が形成され
ているので、伝達レバー７０のＡ方向移動が、戻しバネ８０によって案内され得る。従っ
て、この腕時計１では、巻真構造体２０のリュウズ５０をＡ２方向に引っ張ることにより
該リュウズ５０が固定された第二巻真４０を中心軸線Ｃ２に沿ってＡ２方向に引出すと、
第二巻真４０が係合された伝達レバー７０もＡ２方向に移動され、該伝達レバー７０のＡ
２方向移動に応じて第一巻真３０もその中心軸線Ｃ１に沿ってＡ２方向に移動される。
【００４２】
　従って、第二及び第一巻真４０，３０の引出位置に応じて、おしどり１１等の揺動を介
してつづみ車１２が所定位置に位置決めされ、第二巻真４０のＤ１又はＤ２方向回転に従
って、カレンダ修正や時刻修正が行われ得る。
【００４３】
　一方、リュウズ５０をＡ１方向に押込む場合の動作は、上記引出し時の動作と丁度反対
方向に行われる点を除いて上記の説明がそのままあてはまる。
【００４４】
　この腕時計１の巻真構造体２０を分解又は取外す場合、裏ブタ５を開き中枠１７を外し
た後、必要ならば更に回転錘１０ａを回動させて継手６０が見えるようにしておき、図２
の（ａ）において実線状態にある継手６０に対して、脚部８４の先端部９２又はその係合
端部９３を、狭幅バネ部９１のＱ１方向のバネ力に抗してピンセットなどでＱ１方向に開
くと共に伝達レバー７０をＱ１方向に移動させる。この伝達レバー７０のＱ１方向移動に
より伝達レバー７０が図２の（ａ）において想像線で示した位置に達すると、歯車４６が
第二凹部７２を通ってＡ２方向に引出し可能になるので、リュウズ５０をＡ２方向に引出
して第二巻真４０を伝達レバー７０からＡ２方向に抜取り、案内管２から取出す。その後
は、ムーブメント１０に取付けられた第一巻真３０と共に継手６０を胴３の室９外に取出
し、ネジ８８ａを外して戻しバネ８０を分離し、更に、伝達レバー７０を外せばよい。
【００４５】
　以上のように、この腕時計１では、巻真構造体２０を構成する第一及び第二巻真３０，
４０が伝達レバー７０及び伝達レバー戻しバネ８０からなる継手６０によって、連結され
るので、巻真構造体２０の分解又は取外しが容易且つ確実に行われ得る。このように、分
解・取外しが容易になるのは、継手６０がムーブメント１０に固定されるだけであって胴
３等の筐体に対して固定されることなく、巻真３０，４０を支えること、及び継手６０自
体が分解し易い構造であることによる。
【００４６】
　なお、以上においては、戻しバネ８０は、従来の時計にはなかった新たな部材であるか
の如く説明したけれども、戻しバネ８０が、図３や図４において想像線で示したように、
例えば、ぜんまい（図示せず）の駆動可能時間を示す残量表示針（図示せず）に連結され
た揺動歯車１９に歯車部１８ａで噛合された爪車１８を躍制するジャンパ９９と一体的に
形成されていてもよい。この場合、ジャンパ９９と伝達レバー戻しバネ８０との一体化部
材は、位置決め用ガイド孔９９ａで地板のピンに嵌合されると共にネジ８８ａで地板に固
定される。勿論、伝達レバー戻しバネ８０は、ジャンパ９９以外の他の所望部材と一体化
されてもよい。
【００４７】
　また、以上においては、巻真構造体を構成する第一及び第二の巻真３０，４０が相互に
直接噛合されている例について説明したけれども、第二の巻真４０の歯車４６が別の中間
歯車に噛合され該中間歯車が第一の巻真３０の歯車３４に噛合されていてもよい。その場
合、伝達レバー７０は、第二の凹部７２と同様に側部７０ｂで開口する第三の凹部を第一
凹部７１と第二の凹部７２との間に備え（第二の凹部は第一の凹部からより離れたところ
に位置する）、該第三の凹部で中間歯車の軸に嵌合されて該中間歯車を支えることになる
。その場合、伝達レバー７０は一枚の板状体からなる代わりに、中間歯車の軸部の両側を
支えるように二つ折りになった板状体であってもよい。



(9) JP 4343722 B2 2009.10.14

10

20

30

40

【図面の簡単な説明】
【００４８】
【図１】本発明による好ましい一実施例の巻真構造体を備えた腕時計の一部の断面説明図
（但し、伝達レバー戻しバネは想像線で示されている）。
【図２】図１の腕時計の巻真構造体を示したもので、（ａ）は図１のＩＩ－ＩＩ線断面説
明図、（ｂ）は（ａ）のうち継手についての同様な説明図。
【図３】図１の腕時計において巻真構造体が押込まれた状態にある際の巻真構造体及びそ
の周辺の関連部品の状態を図１のＩＩＩ－ＩＩＩ線に沿って見た平面説明図（リュウズは
省かれている）。
【図４】図１の腕時計において巻真構造体が引出された状態にある際の巻真構造体及びそ
の周辺の関連部品の状態を示した図３と同様な平面説明図。
【符号の説明】
【００４９】
　１　腕時計
　３　胴
　４　ガラス縁
　５　裏ブタ
１０　ムーブメント
２０　巻真構造体
３０　第一巻真
３３　小径軸部（第一の小径部）
３４　第一歯車
４０　第二巻真
４４　小径先端部
４４ａ　先端テーパ－部
４４ｂ　第二の小径部
４６　先端円錐台状部
４７　第二歯車
５０　リュウズ
６０　継手
７０　伝達レバー（板状レバー部材）
７１　第一凹部
７２　第二凹部
７８　係合突起部
８０　伝達レバー戻しバネ
８１　底部部分
８４，８５　脚部部分
８６　突出部
８７　切欠部
８８　ネジ止め部
８９，９０　バネ部
９３，９７　先端係合部
Ｑ１，Ｑ２　戻しバネの脚部の移動方向
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